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建設地の「都道府県名」を記入してください。

工事施工者が未定の場合は、設計者ま

たは代理者を記入してください。

担当者の欄には、工事内容について確認

を行う際に回答ができる担当者の氏名・

電話番号のご記入をお願いします。

工事監理者は構造規模によって、一級・二級・木造建築士で

なければできない建築物がありますのでご注意ください。

《例》100㎡から300㎡までの木造で、平屋・２階建の建築物は、

一級・二級・木造建築士でなければできない。 など

建築工事に伴い、既存建物

の除却がある場合には記入

してください。

例１：10.03㎡は工事届が必要

例２：10.00㎡は工事届が不要
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【ﾛ、資本の額又は出資の総額】欄は、

【イ．建築主の種別】が「（４）会社」の場合のみ記

入が必要です。記入漏れや桁間違いに注意し

てください。

地名地番の記入漏れに注意

してください。

【5､主要用途】 記入漏れが多いので注意してください。

P４～５の⑥～⑦の表に従い記入してください。

例１：戸建住宅の場合は「０１」

例２：店舗（小売業）併用住宅の場合は「１６」
【ｲ．番号】複数棟建築する場合

は、棟毎に１，２…と別に記入し

てください。

【ハ､用途】P5～７の⑪と⑫の表に従い記入してください。

建築物に３以上の用途がある場合には「多用途」にチェック

を入れ、最大の床面積の用途を選択してください。

【ニ､構造】P7の⑬の表に従い記入してください。 主た

る構造を１つだけ選択してください。

【チ､工事費】 金額は建築設備工事費を含めてください。

※土地代・造成費用は含みません。税込みの場合はチェック

してください。

【リ､地上階数】【ヌ､地下階数】 忘れずに記入してください。

【7､敷地面積】 敷地単位で新築の場合に記入してください。

【ロ､物件名】工事内容について確認を行う際にどの建築

物か分かるように、物件名を記入してください。暫定的な

名称で構いません。
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第二面の【５．主要用途】が住宅以外の場合は、（第三面）の記入は不要です。

改築の場合は、除却を伴うため、必ず記入してください。

【ﾘ、工事部分の床面積】

住宅部分のみの面積を記入してください。

併用住宅は住宅以外（店舗・事務所等）の部分を除いた面積を記入して

ください。

共同住宅は共有部分（廊下・エントランス等）を含めた面積を記入してく

ださい。

【ﾊ､資金】 銀行等の融資で

建築される際も「（１）民間資

金」を選択してください。

【ﾄ､利用関係】 第二面の【１．

建築主】が「（４）会社」の場合

は、持家を取得できないため

「（１）持家」を選択しないでく

ださい。

建売住宅の場合は分譲住宅を

選択してください。

【ﾛ､新設の別】 新たに住戸数が増加する場合には「新

設」を、それ以外は「その他」を選択してください。

【チ､建築物の評価額】 「●万円」単位で記入してください。


